
第１表 年次別 年齢別の米摂取量  (1 人 1 日当たり g) 

 

年齢 
20～29 30～39 40～49 50～59 60～69 70～ 年次  

1986 194  222  198  212  203  195  

1987 196  216  209  223  204  197  

1988 177  196  197  196  211  184  

1989 184  181  187  198  182  187  

1990 184  189  204  191  194  185  

・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ 

1996 167  182  181  165  165  156  

1997 151  153  165  161  159  152  

1998 166  158  154  167  151  142  

1999 156  169  160  155  148  148  

2000 163  143  166  156  155  139  
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我が国は少子高齢化社会へ突入する。人口ピラミッドの変化は，社会・経済を変化させる。

このような変化を予測するためのツールにコウホート分析がある。社会・経済を構成する個人

の行動は時間とともに変化する。この変化は，個人を取り巻く時代の変化による効果（時代効

果;  𝑃），個人の加齢による効果（年齢効果;  𝐴），個人が属する世代に固有の効果（世代効果

＝コウホート効果; 𝐶）の３因子に分類できる。コウホート分析とは，これら３つの効果を計測

する手法である。しかし，３因子は，𝐶 = 𝑃 − 𝐴の関係を持ち，容易に分離できない。これを識

別問題と呼んでいる。本研究では，恣意性なしに識別問題を克服する分析法といて，連立方程

式によるコウホート分析モデルを提案する。また，『国民栄養調査』を用い，食品摂取の時代・

年齢・世代効果を計測し，その有効性を検討する。  

対象とするコウホート表を第１表に示し

た。1986 年と 1996 年，1987 年と 1997 年

など，10 年を隔てるデータを１セットとし，

データを５セットに分割した。各セットは

標準コウホート表の形式となる。米摂取量

と時代・年齢・世代因子の関連を(1)式の

ように定式化した。𝑄𝑖𝑗は表の各セルの米の

摂取量である。添字の 𝑖は時期で，1986～

1990 年を 𝑖 = 1，1996 年～2000 年を 𝑖 = 2と

する。 𝑗は年齢を表し，20～29 歳を 𝑗 = 1，

30～39 歳を 𝑗 = 2，․․․，70 歳～を 𝑗 = 6とする。𝑃𝑖は 𝑖期に固有の効果のパラメータ， 𝐴𝑗は 𝑗年齢階

層に固有の効果のパラメータ，𝐶𝑘は𝑘コウホートに固有の効果のパラメータである。1910 年代

生まれを𝑘 = 1，1920 年代生まれを𝑘 = 2，․․․，1970 年代生まれを𝑘 = 7とする。 𝜇は総平均効果

である。また，(2)式のゼロ和制約を課す。そのため，𝑄𝑖𝑗は，全てのセルに共通の総平均効果𝜇に，

各セルに固有の時代効果𝑃𝑖，年齢効果𝐴𝑗，世代効果𝐶𝑘が加わる。 

𝑄𝑖𝑗 = 𝜇 + 𝑃𝑖 + 𝐴𝑗 + 𝐶𝑘 (1)     ∑𝑃𝑖 = ∑𝐴𝑗 = ∑𝐶𝑘 = 0   (2) 

第２表は，第１表の 1989 年と 1999

年の行を取り出し，模式的に描いてい

る。𝑥𝑙，𝑦𝑙は，縦，対角に隣り合うセ

ル間の𝑄𝑖𝑗変化分で，第１図の第１行と

２行に示すように，11 本の方程式とし

て表現できる。  𝜀𝑥𝑙，𝜀𝑦𝑙は誤差項であ

る。これ以外のセル間の𝑄𝑖𝑗変化分は全
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て𝑥𝑙と𝑦𝑙で表現できる（例えば，𝑧1 = 𝑦1 − 𝑥1）．誤差項がないものとし，これら 11 本の方程式に，

ゼロ和条件の(2)式の 3 本を加え，𝑃𝑖，𝐴𝑗，𝐶𝑘を未知数とする連立方程式を解くことを考えよう。

方程式が 14 本に対し，未知数は𝑃𝑖が 2 個，𝐴𝑗が 6 個，𝐶𝑘が７個の合計 15 個である。未知数の数

が方程式の数を上回り，解を得ることができない。そこで，年齢効果のパラメータ𝐴𝑗のいずれか

１つを 0 とする制約を課す。ゼロ和制約により，6 個の𝐴𝑗は，0 を中心とし𝛴𝐴𝑗 = 0となるように

分布するため， 𝐴𝑗の内のいずれか１つが 0 近傍に位置することは十分に想定できる（第２図参照）。 

 

連立方程式により未知数のパラメータを得ることができるが，5 つのデータセットのそれぞ

れから得た解は一致しない．そこで，共通の未知数のパラメータを得るため，5 つのデータセ

ットをプールし，誤差項を認め，連立方程式を緩く解くことを考えよう。まず，第１図の第３

行に示す 6 本の方程式を新たに加える（第２表の𝑧0～𝑧5）。𝜀𝑧𝑙は誤差項である。これらは，連

立方程式を解くためには必要ないが，推定される解の安定のために必要である．例えば，第１

図の第２行と３行の 11 本だけでは，時代効果𝑃の変化分が誤って過小評価されれば，世代効果

𝐶と年齢効果𝐴の変化分が過大評価されてしまう．しかし，第３行の 6 本があれば，誤差項𝜀𝑧𝑙が

大きくなるので，このような問題を回避できる．(2)式のゼロ和制約と，いずれかの𝐴𝑗を𝐴𝑗 = 0と

する制約のもとで，85 本（＝17 本×5 セット）の方程式の誤差項の２乗和が最小となるように

未知数のパラメータを推定した (min    Σ𝜀𝑥𝑙
2 + Σ𝜀𝑦𝑙

2 +

Σ𝜀𝑧𝑙
2)。また，どの𝐴𝑗を 0 とするかは，誤差項の２乗和

が最小となるように決定した。 

米類の結果を第２図に示した。米類の摂取量は，世

代や年齢に関わらず，時代の経過と伴に減少している。

これは，食の洋風化によると推論できる。また，新し

い世代ほど摂取量が少ない。これは，子供の頃からの

食習慣の違いが関連すると推論できる。また，加齢と

伴に減少する。これは，我々がエネルギーの大きな部

分を炭水化物から摂取していることを考えれば，加齢

による必要エネルギーの減少によると推論できる。我

が国の米の消費は減少し続けているが，それは時代の

変化と世代交代が相まった結果と解釈できる。 

国民栄養調査が対象とする 12 食品の分析では，社

会常識から逸脱する計測結果がなかった。この範囲に

おいて，連立方程式モデルは，恣意性なしに識別問題

を克服すると言える。残された課題は，年齢パラメー

タのいずれか１つを 0 とする制約を課さなければな

らない問題である。 

𝑥1 = (𝑃2 − 𝑃1) +  𝐶7 − 𝐶6 + 𝜀𝑥1       𝑥2 = (𝑃2 − 𝑃1) +  𝐶6 − 𝐶5 + 𝜀𝑥2        𝑥3 = (𝑃2 − 𝑃1) +  𝐶5 − 𝐶4 + 𝜀𝑥3   ∙∙∙∙∙∙ 

𝑦1 = (𝑃2 − 𝑃1) +  𝐴2 − 𝐴1 + 𝜀𝑦1      𝑦2 = (𝑃2 − 𝑃1) +  𝐴3 − 𝐴2 + 𝜀𝑦2       𝑦3 = (𝑃2 − 𝑃1) +  𝐴4 − 𝐴3 + 𝜀𝑦3 ∙∙∙∙∙∙ 

𝑧0 = (𝐴2 − 𝐴1) +  𝐶6 − 𝐶7 + 𝜀𝑧0     𝑧1 = (𝐴2 − 𝐴1) +  𝐶5 − 𝐶6 + 𝜀𝑧1       𝑧2 = (𝐴3 − 𝐴2) +  𝐶4 − 𝐶5 + 𝜀𝑧2 ∙∙∙∙∙∙ 

 第１図 連立方程式によるコウホート分析モデル 
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第２図 米類消費の時代・年齢・世代効果 


